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研究要旨 
 
本年度はパラオ保健省により 2007 年から実施されている学校保健調査の既存疫学データ

の一部を用い、パラオにおける児童の肥満に関連する要因を明らかにすることを目的に疫学
研究を実施した。 
本研究の結果、パラオの学童のうち肥満児童（BMI パーセンタイル値 95％以上）の割合は

19％、過体重児童（BMI パーセンタイル値 85-94％）の割合は 33％であることが示された。
パラオにおける児童の肥満や過体重は学校の種類（公立・私立）や強度中程度の運動と統計
的に有意な関連がみとめられた。私立学校に在籍する肥満児童の割合は公立学校に在籍する
児童の約 1.6 倍であった。今後、在籍学校の種類の背景と考えられる家庭の社会経済的状況
や、関連する食環境や家庭環境等と肥満との関連に関する調査が必要であると示唆された。  
また、強度中程度以上の運動をしている児童はしていない児童と比較して肥満児・過体重

児の割合が約 35％程度低い傾向がみとめられた。本研究は横断研究であり、運動が肥満の予
防に寄与しているかどうかについては言及できないが、今後、学校および放課後活動などに
運動を促すようなプログラムの実施などの可能性が示唆された。 
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Ａ．研究目的 
 
本年度は、パラオ保健省により 2007 年か

ら毎年実施されている学校保健調査の既存
疫学データの一部を用い、パラオにおける児
童の肥満に関連する要因を明らかにするこ
とを目的に疫学研究を実施した。 

 
 

Ｂ．研究方法 
 
背景 
 
 パラオでは、成人の約80％が過体重で
(WHO 2010)、生活習慣病による医療費は全体
の55％を占める(パラオ政府統計2011)。2011
年5月、パラオ政府は生活習慣病対策に関す
る大統領令を発布し国家として緊急対応の
必要性を宣言したが、詳細な基礎データが存
在しない中、有効な対策を策定できていない。
また、成人の肥満の重要なリスク要因でもあ
る小児肥満の増加が懸念されており、パラオ
保健省では2007年より1年生から11年生まで
の就学児童に対する学校保健調査を始めて
いる。 
 本研究は2010年と2011年に実施され個人
が特定出来ないよう匿名化された学校保健
調査データを用い、肥満や過体重に関連する
要因の横断的検討を実施した。 
 
対象 
  
パラオ学校保健調査は2007年より、毎年、

奇数学年（1年生、3年生、5年生、7年生、9
年生、11年生）を対象に面接による社会要因、
社会心理要因、行動要因に関する情報の把握
と、体重、身長、血圧等の測定を実施してい
る。本研究では、2010年あるいは2011年の調
査に参加した合計2,443人のうち、身長あるい
は体重の情報を持たない5人を除いた2,438人
を対象とした。 
 
測定 
 
結果変数 
① Body Mass Index (BMI)  (Kg/m2) 
 測定された身長と体重からBMIを算出 
② 肥満（BMIパーセンタイル値* 95％以上） 
③ 過体重（BMIパーセンタイル値* 85％以
上） 

*BMI パーセンタイル値=身長別標準体重を
用いて肥満度を求める方法 
（〔実測体重(kg）－身長別標準体重(kg）〕
／身長別標準体重(kg）×100（％）) 
身長別標準体重＝CDC2000年の成長曲線を
参照 
  
説明変数 
① エスニシティー 

エスニシティーに関する回答からパラオ
人とそれ以外（フィリピン、その他、不明）
に分類した。 

② 運動 
日常の運動に関する質問から、強度中程度
以上の運動あり群となし群（運動なし～軽
い運動）に分類した。 

③ 学校の種類 
公立学校（19校）と私立学校（7校）に分
類した。 

④ 居住地 
コロール州(パラオ中心地区)とそれ以外
に分類した。 

 
交絡要因 
年齢 
性別 

 
解析手法 
  

BMIを予測する要因を検討するために、重
回帰分析を、肥満・過体重の有無を予測する
要因の検討にはロジスティック回帰分析を
用いた。それぞれのモデルでは交絡要因（年
齢と性別）とすべての説明要因を投入し分析
した。 
 また、性による交互作用を検討するため、
それぞれの説明要因と性の交互項を投入し
分析した。 
 
(倫理面における配慮) 
 本研究はパラオ保健省により保護者なら
びに本人からインフォームドコンセントを
とった上で実施された調査データを匿名化
し、分析に必要な情報のみを用いて解析した。 
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Ｃ．研究結果      
 
結果 
  
本研究対象者の平均年齢は10.8歳、平均

BMIは20.2であった。BMIパーセンタイル値 

95％以上の肥満群は全体の19％、BMIパーセ
ンタイル値  85％以上の肥満・過体重群は
33％であった。パラオ人の割合は91％、私立
校に通う児童は28％、強度中程度以上の運動
をする児童は72％であった。コロール州の居
住者は62％であった。 
 BMIをアウトカムとした検討の結果、BMI
と関連がみられたのは、エスニシティー、運
動、学校の種類であった。パラオ人はそれ以
外の人種を比較してBMIが高い傾向がみら
れた。私立学校に通っている児童のBMIは、
公立学校に通っている児童と比較して高い
傾向がみられた。強度中程度以上の運動をす
る児童はしない児童と比較して、BMIが低い
傾向が認められた。居住地との関連は認めら
れなかった。また、性による交互作用はいず
れも認められなかった。 
 肥満（BMIパーセンタイル値 95％以上）の
有無をアウトカムにした検討では、私立学校
（OR=1.59, 95％CI:1.26,2.00）と強度中程度以
上の運動（OR＝0.72, 95％CI：0.57, 0.90）と
の関連が認められた。年齢、エスニシティー、
居住地との関連は認められなかった。性によ
る交互作用はいずれも統計的に有意ではな
かった。 
 過体重（BMIパーセンタイル値 85％以上）
の有無をアウトカムにした検討でも、私立学
校（OR=1.43, 95％CI:1.18,1.17）と強度中程度
以上の運動（OR＝0.66, 95％CI：0.53, 0.84）
で関連が認められた。年齢、エスニシティー、
居住地との関連は認められなかった。性によ
る交互作用はいずれも統計的に有意ではな
かった。 
 
考察・結論 
  
パラオの学童のうち肥満児童（BMIパーセ

ンタイル値 95％以上）の割合は19％、過体重
児童（BMIパーセンタイル値 85％以上）の割
合は33％と高いことが示された。これは2009
年の日本における過体重児童（BMIパーセン
タイル値 80％以上－肥満の基準がパラオと
異なっていることに注意）の割合が、男子は

7歳、9歳、11歳、13歳、15歳、17歳でそれぞ
れ5.5％、8.6％、9.7％、8.9％、10.3％、9.8％
であり、女子では5.4％、 7.6％、8.7％、8.1％、
8.5％、8.4％（2009年 日本文部科学省学校保
健調査）と比較すると、パラオの児童肥満問
題の深刻さと今後の対策が緊要であること
がわかる。 
 BMIと関連していると考えられる要因の
一つにエスニシティーがある。太平洋諸島の
人々の肥満傾向はこれまでの研究で示され
てきているが、改めて本研究においても同様
の傾向が確認された。しかし、本データでは、
パラオ人であることが必ずしも肥満や過体
重の要因でない可能性も示唆されており、今
後更なる検討が必要である。 
 本研究の結果から、パラオでは私立学校に
在籍していることが、BMI、肥満や過体重と
関連していることが示された。私立学校に在
籍する肥満児童の割合は、公立学校に在籍す
る児童の約1.6倍であった。なぜ、私立学校在
籍児童の肥満者の割合が公立学校在籍児童
より高い傾向にあるのかについてのメカニ
ズムは、本研究においては把握出来なかった。
しかし、本年度に他研究で実施したインター
ビュー調査によると、公立学校が学校給食制
度を実施しているのに対し、私立学校では各
自が昼食を持参あるいは購入することにな
っており、多くの私立学校の児童は公立学校
の児童と比較して昼食の摂取において質・量
ともに異なっていることがうかがえた。また、
私立学校に在籍する児童の社会経済的状況
は、公立学校に在籍する児童と異なっている
ことから、今後、家庭の社会経済状況とそれ
に関連した食環境や家庭環境等についての
更なる検討が必要と考える。 
 このほか、本研究では、強度中程度以上の
運動とBMI、肥満や過体重との関連が示され
た。強度中程度以上の運動をしている児童は、
BMI、肥満児・過体重児の割合が低い傾向が
認められたが、本研究は横断研究であり、運
動がBMIの減少、肥満や過体重の予防に寄与
しているかどうかについては言及できない。
今後、更なる検討を実施した上で、運動が肥
満を予防する重要な要因であるならば、学校
および放課後活動などに運動を促すような
プログラムの実施について検討する余地が
あるのではないかと考える。 
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限界 
本研究は横断研究であり、因果についての

考察には注意が必要である。 
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